

東京都立文京盲学校　施設開放事業実施規則

１　目　　的
本規則は、都立学校開放事業実施要領に基づき、地域に開かれた学校づくりを目的として、東京都立文京盲学校の体育施設を、学校教育上支障のない範囲内で都民のスポーツ活動の使用に供するための必要な事項を定める。
２　開放事業運営委員会

　　都立学校開放事業実施要領に基づき、東京都立文京盲学校に開放事業運営委員会（以下、「運営委員会」とする）を設置する。また、事務局を同校経営企画室内に設置する。

３　開放の種類

(1) 開放施設は、体育館及びグラウンドとする。
(2) 運動種目は、以下に列挙する小集団の団体競技、及び運営委員会が特に認める種目とする。
　　①体　育　館　：　フロアバレー、ブラインドテニス、スポーツダンス、バレーボール、
　　　　　　　　　　　　　ゴールボール

　 　 ②グラウンド 　：　ブラインドサッカー、少年サッカー、少年野球、フットサル

　　　　　　　　　　　　　 　但し、グラウンドが狭小のため、試合は不可とする。
(3)　少年サッカー、少年野球は、小学生以下の児童が登録している団体が使用できる種目とする。
４　開放日

学校の年間学校教育計画等に基づき、運営委員会で決定した体育施設開放年間計画とする。

５　開放時間、使用区分
(1) 体育館

ア　開放時間は午前９時から午後９時までとし、１回の使用区分（利用できる時間）は、３時間とする。
イ　使用区分ごとの開放時間帯は、午前９時から正午まで、正午から午後３時まで、午後３時から午後６時まで、及び午後６時から午後９時まで（または午後６時３０分から午後９時３０分まで）、の４区分とする。
ウ　１日に使用できる使用区分は４回を限度とする。
エ ２回以上連続して使用する場合には､使用区分を延長する形で､複数の区分にわたって使用する。
　(2) グラウンド
ア　開放時間は午前９時から午後５時までとし、１回の使用区分は、４時間とする。
イ　使用区分ごとの開放時間帯は、午前９時から午後１時まで、及び午後１時から午後５時までの２区分とする。
ウ　 １日に使用できる使用区分は２回を限度とする。
エ ２回以上連続して使用する場合には､使用区分を延長する形で､複数の区分にわたって使用する。
６　管理指導員

　(1) 管理指導員の配置
ア　施設を使用する際は、管理指導員を必ず１名配置しなければならない。管理指導員を配置しない場合、施設使用は承認しないものとする。

イ　管理指導員は原則として登録団体の中から運営委員会が選出し、運営委員長が委嘱する。ただし、やむを得ない場合は地域の体育･スポーツの指導者、または体育･スポーツ活動に理解のある者を充てることができる。

ウ　登録を希望する団体はあらかじめ、管理指導員を登録申込時に推薦する。登録希望団体が管理指導員を推薦できない場合は、その理由を運営委員会事務局へ申し出なければならない。
　(2) 管理指導員の職務

ア　使用施設の開錠、施錠に関すること。

イ　使用施設・用具の管理に関すること。
ウ　使用者の使用上の管理及び安全確保に関すること。
エ　「管理指導日誌」及び「管理指導員業務従事整理簿」（登録団体以外からの委嘱者の場合）を記入すること。

オ　使用者の規律保持に関すること。

カ　使用施設の機械警備解除用磁気カードの貸出し・返却に関すること。
キ　「本校施設の使用に関するきまり」を遵守し、学校施設の維持に努めること。
ク　その他運営委員会が指示すること。

７　使用者

　(1) 要件

本校の開放施設を使用できるものは、運営委員会に都立学校体育施設開放事業使用団体として登録された団体（以下、「登録団体」とする）のみとし、次の要件を満たすものとする。

　 　ア　構成員の半数以上が都内の在住・在学者で構成されたおおむね１０名以上の団体、又は都内に在住・在勤・在学している者を含んで構成された障害者の団体

イ　統括指導を行う２０歳以上の責任者がいる団体
ウ　原則として委員会が認める運動種目を目的としている団体

エ　営利を目的としない団体

オ　団体の運営が計画的で組織的かつ民主的に行われており、定期的にスポーツ活動を行っている団体
　(2) 団体区分

　　　別紙のとおりとする。

　(3) 登録の申請
ア　新たに登録を希望する団体は、登録申請書（施開様式２）と登録団体構成表（施開様式３）を運営委員会事務局へ提出する。運営委員会は申請書等を審査のうえ、登録の可否を決定し、登録の場合は登録証（施開様式４）を交付する。

イ　登録団体は、登録申請書の記載内容に変更が生じた場合は、速やかに運営委員会事務局に申し出なければならない。運営委員会から登録申請書の新たな提出を求められた場合はその指示に従い、新たな登録証の交付を受ける。

ウ　登録の有効期間は１年間とする。ただし、イ、で登録の再発行を受けた場合及び年度途中の登録団体については、他の団体の有効期限年度の終了までとする。

　　エ  運営委員会は、登録団体数が開放日の適正数を超過し、充分な活動日数を確保できないと判断したときは、新規登録団体の申請を停止することができる。
　(4) 登録の取り消し

登録団体が次に掲げる事項のいずれかに該当した場合は、運営委員会の審査を経て、登録を取り消すことがある。
ア　虚偽の申請に基づいて登録した事実が判明したとき

イ　登録証に記されている「都立学校開放施設の使用に関する条件」、「体育施設の使用に関するきまり」の遵守事項及び運営委員会が定めた施設使用の条件に違反したとき

ウ　故意又は重大な過失により施設・物品等をき損もしくは汚損したとき

エ　その他、スポーツ団体として不適当な行為があったとき
８　使用の手続き

(1) 使用申込み

ア　使用の申込みは、登録団体のみとする。
イ　使用の申込みは、体育施設年間開放計画に基づき、運営委員会が設定した申込期間に３箇月分をまとめて申込む。

ウ　使用を希望する登録団体は、開放施設使用申込書（施開様式６）に必要事項を記入して運営委員会事務局へ提出する。

　(2) 使用申込みの受付
　　　 ３箇月分の申込みの受付は、使用日にかかわらず最初の月の前々月２０日までとする。（７月から９月まで分の受付期間は５月２０日、１０月から１２月まで分の受付期間を８月２０日、１月から３月まで分の受付期間を１１月２０日とする。２０日が土日祝日の場合は直前の平日とする。４月から６月まで分の受付は、３月中の定めた日までとする。
９　使用承認書の交付
　(1) 運営委員会は、申込締切日から３０日以内に登録団体の使用日を決定し、使用承認書を交付する。
(2) 同一の施設開放日に複数の団体から申込みがあった場合は、団体同士で話し合い、互いの状況を勘案して譲り合うこと。
10　負担金の納付（体育館登録団体のみ）
(1) 体育館の使用が承認された登録団体は、使用日前日までに、運営委員会から交付された納付書により、納付するものとする。
(2) 納付額は、１回３時間の利用につき１，０００円とする。（金額変更の可能性有）
(3) やむを得ず納付が遅れた場合、登録団体は運営委員会事務局に報告したうえ、速やかに納付する。
(4) 納付前に「開放施設使用取消届」を提出し、使用日前日までに学校が受領した際は、納付を免除される。

ただし前日までに納付せずに使用当日取消届を提出した場合、または取消届を提出せず使用しなかった場合は、納付を免除されない。

(5)　納付された負担金は、以下の場合を除き還付しない。

　　①学校の都合により使用承認を取り消された場合

　　②納入前に「開放施設使用取消届」を提出し使用日前日までに学校で受領した後に、誤って納付した場合

11　使用日時等の変更の報告

使用日時に変更が生じた場合、登録団体は事前に運営委員会事務局へ報告し承認を得なければならない。

12　使用の不承認

登録団体が次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は、運営委員会は使用を承認しない、または取り消すことができる。

(1) 秩序を乱すおそれがあると認めたとき

(2) 管理上支障があると認めたとき
(3) 使用日時の変更などの届出を怠ったり､使用当日に無断で取り消しすることを重ねたとき
(4) その他使用者が、登録証に記載されている「都立学校開放施設の使用に関する条件」、「体育施設の使用に関する決まり」や運営委員会が定めた施設使用の条件に違反する行為等があり、運営委員会が使用を不適当と認めたとき

13　使用承認後の変更、取り消し

使用を承認した後、学校教育の必要上やむを得ず承認した施設を使用する必要が生じた場合は、使用日時の変更や取り消しをする場合がある。　
14　使用者の責務

(1) 使用者は、「都立学校開放施設の使用に関する条件」、「本校施設の使用に関するきまり」等を遵守しなければならない。
(2) 使用者は本校開放施設を使用するにあたり、予め傷害保険に加入しなければならない。

(3) 使用者は本校開放施設を使用するにあたり、管理指導員の指示や注意を誠実に守らなければならない。

(4) 使用者は、承認された時間内で準備、使用、原状回復を行わなければならない。

15 使用者の事故及び施設の破損等

  (1) 事故が発生した場合は、使用者または管理指導員は速やかに安全の確保等、必要な措置を行うとともに、その状況を運営委員会事務局に報告しなければならない。

(2) 使用者の故意・過失により本校の施設設備及び物品を破損・汚損したときは、速やかに運営委員会事務局に報告するとともにその指示に従い、使用者の責任で速やかに原状に復する措置をとらなければならない。
16　その他

運営委員会は必要があると判断したときは、登録団体の構成員の住所、会の運営規則、活動暦、加入保険者証等の資料の提出を求めることができる。

17　実施施行

 本規則は平成２４年４月１日より施行する。

補則

　平成２６年２月２０日　　一部改正

　平成２７年２月１９日　　一部改正

　平成２８年２月１８日　　一部改正
　平成３０年２月１５日　　一部改正
　令和２年２月　1日　　 一部改正
令和２年４月　1日　　 一部改正
令和６年２月　６日　　 一部改正

別紙　 団体区分
①　地域スポーツクラブ
区市町村に登録している「地域スポーツクラブ」の活動として利用する団体
スポーツ庁に「地域スポーツクラブ」として報告されている。
②　地域青少年スポーツ団体
「地域」※に在住・在勤・在学する青少年（児童・生徒・高校生相当の１８歳まで）を主な構成員とする１０名以上の団体及び主に「地域」に在住する者で構成された青少年の健全育成を目的とする者で構成された１０名以上の団体

③　地域スポーツ団体
主に「地域」※に在住・在勤・在学する者で構成された１０名以上の団体

④　障害者団体
障害のある人または障害のある人を支える人で構成された５人以上の団体

⑤　一般スポーツ団体

 　　スポーツ活動を目的とした１０人以上で構成された広域団体
※　「地域」とは、開放校が所在する区市町村とする。文京盲学校は、文京区を地域の対象と定める。
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